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平成２７年度の「堺市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」 

（ＤＶ防止基本計画）の事業実施（進捗）状況における各所管課の自己評価については、 

◎「順調」が約４４％、〇「おおむね順調」が約５６％となり、合わせて１００％という状況と

なった。 

平成２６年度の災害時に作成される避難者名簿の公表についての配慮の項目を「避難所運営マ

ニュアル」に反映させるに至らなかったが、平成 27 年度に「校区避難所運営マニュアル」に反

映させることができたため、「あまり順調ではない」が無くなることとなった。 

 

 

事業に対する各所管課の自己評価【基本目標１～５の全事業】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「堺市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」 

（ＤＶ防止基本計画）平成 27 年度事業実施（進捗）状況報告（総括） 

◎
43.6%

○
56.4%

△
0.0%

―
0.0%

評価 件数
◎ 58
○ 75
△ 0
― 0
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事業に対する各所管課の自己評価【基本目標１】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他） 

 

 

 

 

◎
69.6%

○
30.4%

△
0.0%

―
0.0%

評価 件数
◎ 16
○ 7
△ 0
― 0

 ＤＶは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、外部からその発

見が困難な家庭内で行われるため潜在化しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾

向がある。ＤＶによる被害が起きない社会や家庭をつくるため、以下の３つの施策に取り組ん

だ。 

【主な取組】 

① 市民に対する啓発 

・暴力の防止の講演会・教室等を実施した。 

・オレンジ＆パープルリボンキャンペーンを市内各所で実施し、「子どもへの虐待・女性に

対する暴力を許さない社会」をめざした啓発を行った。 

・母子健康手帳に、ＤＶ相談を含めた各種相談窓口を掲載し、相談先の周知を図るとともに、

保健師等による面接において、必要な方には窓口の紹介をはじめとする支援をおこなっ

た。 

② 若年層への教育・啓発及び教育関係者に対する周知 

・ジェンダーにとらわれることなく、子ども一人ひとりの人権と個性を尊重した保育を行う

ため、保育従事者への人権研修を実施した。 

・いじめ・暴力防止（ＣＡＰ）プログラムを全小学校で実施した。 

③ 医療・保健・福祉関係者に対する周知 

・ＤＶ被害者支援現場からの報告や講演などＤＶに関する庁内職員研修を実施した。 

・「男女共同参画推進課だより（Windy）」にＤＶに関する図書の紹介や男性カウンセラーか

らのメッセージなどを掲載し、各施設に広く配架した。 

基本目標１ ＤＶを許さない意識づくりの推進 

基本目標１における事業実施（進捗）状況に係る各所管課の自己評価については、 

「順調」と「おおむね順調」を合わせ１００％という状況であった。女性センターで

は、DV 等の関連図書貸出数の増加や、啓発事業で幅広い層の参加による意識づくり

を行うことができたなどにより、「順調」が増加した。 
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事業に対する各所管課の自己評価【基本目標２】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他） 

 

 

 

 

◎
42.3%

○
57.7%

△
0.0%

―
0.0%

評価 件数
◎ 11
○ 15
△ 0
― 0

被害者がＤＶを受けることなく安全な生活を送るためには、情報を入手し、支援者等の力

を借りながら、最終的には自分自身で決定し、問題を解決できる行動がとれるようにするこ

とが大切である。被害者が安心して相談できる体制を整備するため、以下の２つの施策に取

り組んだ。 

【主な取組】 

① 相談体制の充実 

・フェミニストカウンセラーによる女性の悩みの相談、男性カウンセラーによる男性の悩みの

相談を実施した。男性の相談には面接に加え電話相談も実施した。 

・女性相談員が必要に応じて被害者に同行し、各種制度の利用にかかる手続きを支援するな

ど被害者の負担軽減を図った。 

・夜間、休日に DV 電話相談を実施し、24 時間の相談体制を確保するとともに、必要に応

じて関係機関との連携を行った。 

② 被害者の状況に応じた相談機能の充実 

・医療調整や受診勧奨、社会復帰支援など、個別相談にて被害者の状況に応じた支援を実施した。 

・２４時間電話教育相談「こころホーン」や面接相談の周知を図り、子どもや保護者が相談

しやすい環境づくりを進めた。 

基本目標２ 安心して相談できる体制の整備 

 

基本目標２における事業実施（進捗）状況に係る各所管課の自己評価については、「順

調」と「おおむね順調」を合わせると 100％であった。男性の悩みの相談件数が前

年度より増加することなどにより、「順調」が増加した。 
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事業に対する各所管課の自己評価【基本目標３】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他） 

 

 

 

 

 

 

◎
54.5%

○
45.5%

△
0.0%

―
0.0%

評価 件数
◎ 12
○ 10
△ 0
― 0

被害者とその子ども等の安全確保は第一の優先課題であり、関係機関は連携・協力し

ながら、それぞれに求められる役割を的確に果たす必要がある。被害者の安全確保の徹

底を図るため、以下の２つの施策に取り組んだ。 

【主な取組】 

① 被害者の安全確保の徹底 

・被害者の安全確保のため、一時保護先への同行支援を行った。 

・被害者の子どもの就学先や居住地等の情報を加害者等に漏洩しないよう、関係教育委員会

間において連絡調整を行った。 

・救急業務遂行中、傷病者の症状にＤＶが疑われる事案に遭遇した際、被害者と調整のうえ

関係機関への通報等を行った。 

② 被害者の情報管理の徹底 

・プライバシーを保護するとともに証明が悪用されることを防止するため、被害者の申請に

基づき被害者以外への税務証明の交付を停止した。 

・被害者及び同一住所を有する者の転居先が加害者に知られることを防止するため、被害者

の申請に基づき住民基本台帳の閲覧や住民票の写し等の証明書発行を制限した。 

基本目標３ 被害者の安全確保の徹底 

基本目標３における事業実施（進捗）状況に係る各所管課の自己評価については、「順

調」と「おおむね順調」を合わせると１００％であった。災害時に作成される避難者

名簿の公表についての配慮の項目を「避難所運営マニュアル」に反映させることがで

きたなどにより、「順調」が増加した。 
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事業に対する各所管課の自己評価【基本目標４】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他） 

 

 

 

◎
32.0%

○
68.0%

△
0.0%

―
0.0%

評価 件数
◎ 16
○ 34
△ 0
― 0

基本目標４ 被害者の自立支援と生活再建の支援 

被害者がこれまでの生活の場から離れ、新たな場所で自立して生活しようとする場合、住

宅の確保、経済基盤の確立、ＤＶによる心身の回復のためのケアなど様々な問題に直面する。

被害者の自立支援や生活再建の支援を図るため、以下の４つの施策に取り組んだ。 

【主な取組】 

① 生活基盤を支えるための支援 

・住民票を移せない被害者について、事実上の住所及び他の公的医療保険に加入していないことの

確認により、国保加入を認める措置を行った。 

・ＤＶ被害者の自立を支援するため、当面の生活の場とする居室の提供を行った。 

② 子どもに関する支援 

・母子生活支援施設への入所支援を行った。 

・生活保護受給世帯等の高校在学年齢等の子どもを対象に、学習できる場や居場所となる場を提供

し、子どもの将来の自立に向けた支援を行った。 

③ 高齢者・障害者・外国人等への支援 

・虐待の被害者に対して、関係機関と連携し相談や支援を行った。 

・国が作成した多言語の制度説明のパンフレットを各区に配布し、必要に応じて利用したほ

か、関係機関と連携して外国人ＤＶ被害者の支援を行った。 

④ 被害者の心のサポート 

・ＤＶ被害者同士が自らの悩みや体験を語り合うことで、自立や心身の健康回復を図るため

のＤＶ被害者サポートグループ事業を実施した。 

・被害者の心のケアのため、相談やカウンセリングを受けられる機関についての情報提供や

調整を行った。 

基本目標４における事業実施（進捗）状況に係る各所管課の自己評価については、「順

調」と「おおむね順調」を合わせると１００％であった。障害者の相談にあたる職員

に対してＤＶも含めた多様な視点から研修を行い、人材の育成に取り組んだことなど

により、「順調」が増加した。 
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事業に対する各所管課の自己評価【基本目標５】 

（＜凡例＞ ◎：順調  ○：おおむね順調   △：あまり順調ではない  －：その他） 

 

 

 

 

◎
25.0%

○
75.0%

△
0.0%

―
0.0%

基本目標５ 推進体制の充実 

ＤＶを防止し、被害者に寄り添い、本人の意思を尊重した適切な支援を行うためには、課

題解決にかかわる関係部局との連携強化のみならず、国及び大阪府、警察、医療機関、民間

団体など関係機関が共通認識を持ちながら、緊密に連携して取り組み、継続した支援を推進

することが必要である。推進体制の充実を図るため、以下の２つの施策に取り組んだ。 

【主な取組】 

① 人材育成研修 

・ＤＶの特性、被害者の心のケア、相談手法等について女性相談員等の知識と技術の向上を

図る研修を実施した。 

・デートＤＶ防止についての授業実施のための教職員研修を行った。 

② 関係機関、団体等との連携機能の充実 

・庁内関係課、警察、大阪府の関係機関、弁護士、医療機関、民間支援団体などＤＶに関わ

る庁内外関係機関との情報交換・連携を図るための｢堺市ＤＶ対策連絡会議｣を開催した。 

基本目標５における事業実施（進捗）状況に係る各所管課の自己評価については、「順

調」と「おおむね順調」を合わせ１００％という状況であった。 


